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連邦憲法裁判所 2013 年 2 月 19 日判決は、生活パートナーの一方の養子
と他方の縁組を認めない生活パートナーシップ法 9条 7項が違憲であると
判断するとともに、2014 年 6 月 30 日までに合憲となる規定を定めること
を立法機関に命じていた。
2013 年 9 月 22 日に行われた連邦議会選挙で、キリスト教民主同盟
(CDU) とキリスト教社会同盟 (CSU) のウニオン (同盟) が第 1 党を確
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保したものの単独過半数には達せず、連立政権の相手方であった自由民主
党 (FDP) は 5 %の投票率を下回り議席を得ることができなかった。第 2
党である社会民主党 (SPD) との連立交渉は難航し、いわゆる大連立によ
り第 3次メルケル内閣が成立したのは、同年 12 月 17 日であった。





た。これに対して、2014 年 2 月 19 日に、野党第 2 党である連合 90/緑の
党会派は、生活パートナーシップに共同縁組を認めることも含めた「養子
法の領域における生活パートナーシップ法及びその他の法律の補足のため
の法律草案」(BT-Drucks. 18/577 (Neu)) を提出した (後記Ⅳ 9参照)。




」として 6月 27 日に施行された。
この改正は、連邦憲法裁判所判決に命じられたとおりに、その限りで実










1 ) 連邦憲法裁判所 2013 年判決の位置づけ
連邦憲法裁判所 2013 年 2 月 19 日判決は、夫婦と生活パートナーの遺族
年金に関して基本法における婚姻保護と平等原則の関係から判断した連邦

















める (前述Ⅲ 2 2)(1))。もっとも、同性カップルの家族が男女の非婚家
族と同様に基本法 6条 1項による家族保護の対象となるとしても、立法機
関の裁量が認められる余地が存在すると述べる (前述Ⅲ 2 3))。
家族保護として扱う点については、同性登録パートナーシップをヨー
ロッパ人権条約 8 条の家族生活の概念に含めて婚姻との平等として問題を







































( 1 ) Entwurf eines Gesetzes zur Umsetzung der Entscheidung des Bundesver-
fassungsgerichts zur Sukzessivadoption durch Lebenspartner, BT-Drucks.
18/841.
( 2 ) Gesetz zur Umsetzung der Entscheidung des Bundesverfassungsgerichts
zur Sukzessivadoption durch Lebenspartner vom 20. Juni 2014, BGBl I 2014,
786.
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( 3 ) そのほかに、国際養子縁組をドイツで承認するにあたり、その縁組が不完
全養子である場合に申立てにより家庭裁判所がドイツ法による完全養子に転
換することを言い渡すことができる縁組効果法 (AdWirkG) 3 条 1 項 3 号
に、「生活パートナー」の利益に主として反しないことという文言が挿入さ
れた。
( 4 ) BVerfGE 124, 199. 同決定については、後記Ⅳ 6 および渡邉泰彦「ドイツ
同性登録パートナーシップをめぐる連邦憲法裁判所判決―家族手当と遺族
年金について―」産大法学 43 巻 3・4 号 (2010) 409頁、426頁以下を参照。
( 5 ) 渡邉泰彦「ヨーロッパ人権条約における同性婚と登録パートナーシップ：
ヨーロッパ人権裁判所シャルクとコプフ対オーストリア事件とその後のオー
ストリア憲法裁判所判例より」産大法学 47 巻 1 号 (2013) 1頁を参照。
シャルク・コプフ事件判決が同性婚の導入について国の立法裁量権を認め
ている点で、連邦憲法裁判所 2013 年判決と異なる。
( 6 ) Herbert Grziwotz, Verfassngswidrigkeit des Verbots gemeinschaftlicher
Adoption durch Lebenspartner, FamFR 2013, 192.
Ⅳ 共同縁組の議論の経緯
1 概 説









































ロッパでは、スウェーデン (2003 年)、スペイン (2005 年)、イギリス
(2005 年
(12)
)、ベルギー (2006 年)、アイスランド (2006 年)、ノルウェー
(2009 年)、デンマーク (2010 年)、フランス (2013 年)のほか、2015 年か
らルクセンブルクでも同性婚が導入とともに認められる。他の地域では、
南アフリカ共和国 (2002 年)、アメリカとオーストラリアの一部の州、カ
ナダの全州、ウルグアイ (2009 年)、アルゼンチン (2010 年)、ブラジル
(2010 年)、ニュージーランド (2013 年)、で認められている。
本節では、立法の動きなどを時系列に沿って概観する。なお、現在の議
論状況を示すために、2010 年以降の議論での共同縁組に対する賛否の論
拠 (後記Ⅳ 6 4)以下) については、次節で改めて整理する。
223(170)
2 2001 年生活パートナーシップ法制定の前後
1 ) 2001 年までの状況
1990 年代後半から 2001 年の生活パートナーシップ法制定を経て、2004























































1996 年 に、現 在 の ベ ル リ ン 州 政 府 労 働・融 合 及 び 女 性 省
(Senatsverwaltung für Arbeit, Integration und Frauen) 平等取扱・反差別
局 (Landesstelle für Gleichbehandlung-gegen Diskriminierung) 同性生活






































































は、1997 年から 1999 年に 581 人の同性愛者 (レズビアン 206 人、ゲイ
307人) への文書アンケートが行われ、「同性愛を指向する人とカップルの






































































3 2004 年 10 月 18 日法務委員会公聴会




することが認められた (小配慮権、生活パートナーシップ法 9 条 1 項〜4
項)。
2004 年 2 月 11 日に当時の野党自由民主党 (FDP) による生活パート
ナーシップ法補足法草案
(41)


























学、家族法)、ヴィルツキ (ドイツ家庭裁判所大会 (Deutschen Fami-
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liengerichtstag) 名誉会長)、ブルンス (同性愛者団体 LSVD (Lesben-




























それに対して、A. ヴォルフ (ベルリン フンボルト大学) とフォンホル







































子縁組のみが認められた (生活パートナーシップ法 9条 7項)。
4 2008 年 6 月 18 日法務委員会公聴会












」および 2006 年 2 月 1 日の「登録生活パートナーシップの平等を
完了する」申立て
(59)




1 ) 草 案










































































































。まず、一般的人格権 (基本法 1条 2項との関連に
おける 2 条 1 項) からも、家族創設の自由 (Familiengründungsfreiheit)





































。調査協力者の 93% にあたる 951 人 (うち生活パートナー
























性の養親は 1 組のみであった。縁組時の養子の年齢は、1歳未満が 4 組、



















































































































































45 人 (47%) は、その生活状況を理由に不利な扱いを経験しており、
そのうち 28人については一度またはまれにしか経験していなかった。不

































表す発達領域である友情 (積極、消極とも 15%)、協力関係 (積極、消極









ドイツ民法の養子制度に大きな影響を及ぼした 1967 年 4 月 24 日ヨー
ロッパ養子協定において、養子縁組は、法律上、互いに婚姻している 2人
の者により同時もしくは相前後して行うこと、または一人の者が単独で行
うことのみが許されていた (6 条 1 項)。
それに対して、同性カップルによる共同縁組を認めていたスウェーデン
は 2002 年に、イギリスは 2005 年に、1967 年協定の破棄を通告していた。










新協定 8条 a号により、養子が養親の配偶者または登録パートナー (生







2 ) 連邦憲法裁判所 2009 年 7 月 7 日決定



























































。この報告書は、連邦憲法裁判所 2009 年 7 月 7 日決定 (前
















7 2011 年 6 月 6 日法務委員会公聴会

























さらに、連邦憲法裁判所 2009 年 7 月 7 日決定、2009 年 8 月 10 日決定
(前記Ⅱ 2) が出されたこと、ホペ報告書 (前記Ⅳ 6 4)) の結果、新ヨー
ロッパ養子協定 (前記Ⅳ 6 1)) をあげる
(118)
。
















クラン (心理学者) は統計の説明を行い賛否を表明せず、メイアー (ラ
イプチヒ市縁組斡旋機関) は書面で意見を提出しなかった。
8 連邦憲法裁判所 2014 年 1 月 23 日決定
成年養子縁組であるが、生活パートナーによる共同縁組の可否が問題と
なった事案が、連邦憲法裁判所 2014 年 1 月 23 日決定で扱われた。







た (民法 1772 条 1 項)。






養親と養子の間にすでに親と子の関係 (Eltern -Kind -Verhältnis) が存
在していた場合には、縁組が良俗上正当化される場合 (民法 1767 条 1 項)
と推定され、本件はその要件を充たしている。
しかし、民法 1767 条 2 項が「以下の条文と異なることがない限りで」、
未成年養子縁組の規定を成年養子に適用するため、民法 1741 条 2 項 1 文
により、共同縁組は婚姻している者に限定される。生活パートナーは、婚
姻しておらず、生活パートナーシップ法 9 条 7 項が民法 1741 条 2 項が準
用しないことから、共同で縁組することができない。
本件のように、養親双方が生活パートナーシップにおいて生活している
場合には、民法 1741 条 2 項 1 文、生活パートナーシップ法 9 条 6 項及び
7項が、基本法 3条 1項の平等原則と一致しない。
連邦憲法裁判所 2009 年 7 月 7 日決定 (前述Ⅳ 6 2)) から、1976 年改正



















連邦憲法裁判所 2014 年 1 月 23 日決定
(123)

















2009 年 7 月 7 日決定を引用するのみである (Rz. 25)。連邦憲法裁判所























この連合 90/緑の党草案は、基本的には 2011 年法務委員会公聴会で対














。シェーネベルク家庭裁判所 2013 年 3 月 8 日決定 (前記Ⅳ 8 1)) につ

































































( 7 ) MünchKomm/Mauer, vor § 1741 Rn. 22 und § 1741 Rn. 37.
( 8 ) 1976 年養子法改正については、渡邉泰彦「同性の両親と子 (その 1)」
産大法学 47 巻 3・4 号 300頁 注(22)に掲げた文献を参照。
( 9 ) BT-Drucks. 7/3061, S. 30.





(12) 2002 年養子収用法 (Adoption and Children Act 2002) が、イングラン















Bernd Eggen, Gleichgeschlechtliche Lebensgemeinschaften 3. Teil : Kinder in
gleichgeschlechtlichen Lebensgemeinschaften, Baden-Württemberg in Wort
und Zahl 2/2002, 65 ff., 65.
(15) Lela Lähnemann, Lesben und Schwule mit Kindern - Kinder homosexueller
Eltern, [online] Berlin. de, 1996, [retrieved on 2014-09-24]. Retrieved from
the Internet : < URL : http : //www.berlin.de/imperia/md/content/lb_ads/
gglw/veroeffentlichungen/doku16_bf2. pdf? start&ts=1347363633&file=doku1
6_bf2. pdf >をもとに、Wassilious E. Fthenakis, Gleichgeschlechtliche Le-
bensgemeinschaften und kindliche Entwicklung, in : Basedow, Hopt, Kötz,
Dopffel (hrsg.), Die Rechtstellung gleichgeschlechtlicher Lebensge-
meinschaften, Tübingen : Mohr Siebeck, 2000, S. 351 ff., S. 379 ff. および
Eggen, a. a.O. (Fn. 14), 66 の分類も参照した。
近年のものとして、Michelle Favier, Die gemeinsame rechtliche Elternschaft
von eingetragenen Lebenspartner durch die Annahme eines Kind, Peter Lanf




(16) Eggen, a. a.O. (Fn. 14), 65 ; Fthenakis, a. a.O. (Fn. 15), S. 379.
(17) Lähnemann, a. a.O. (Fn. 15), S. 14.
(18) Eggen, a. a.O. (Fn. 14), 66.






(Lähnemann, a. a.O. (Fn. 15), S. 14.)。
Fthenakis, a. a.O. (Fn. 15), S. 351 ff. は、多くのアメリカでの研究成果を
引用し紹介している。
Eggen, a. a.O. (Fn. 14), 67. では、アメリカにおける研究 Judith Stacey/
Timothy J. Biblarz, (How) does the sexual orientation of partner matter?,
American Sociological Review, 2001, Vol. 66 pp. 159. からの影響を受けている。
(21) 1996 年当時は、同性生活専門担当は、州学校・青少年及びスポーツ省に
帰属していた。
(22) Lähnemann, a. a.O. (Fn. 15).
(23) Lähnemann, a. a.O. (Fn. 15), S. 35.
(24) Lähnemann, a. a.O. (Fn. 15), S. 36 u. 51.
(25) Lähnemann, a. a.O. (Fn. 15), S. 36.
(26) Lähnemann, a. a.O. (Fn. 15), S. 36. 政治家の 1人として、当時ニーダーザ
クセン州首相であり、後に生活パートナーシップ法制定時には連邦政府首相
となるゲルハルド・シュレーダーがいた。
(27) Jürgen Basedow, Klaus J Hopt, Hein Kötz, Peter Dopffel (Hrsg.), Die
Rechtstellung gleichgeschlechtlicher Lebensgemeinschaften, Tübingen :
Mohr Siebeck, 2000.
(28) 渡邉・前掲(注 13)「親子関係」147頁に紹介している。
(29) Fthenakis, a. a.O. (Fn. 15), S. 387.
(30) Fthenakis, a. a.O. (Fn. 15), S. 388. これは、Basile. (1974). Lesbian moth-
ers. Womanʼs Rights Law Report, 2, 3-18 からの引用である。
(31) Hans Peter Buba/Laszio A. Vaskovics (Hrsg.), Benachteilung gleichge-
schlechtlich orientierter Personen und Paar [online] Bundesministerium
der Justiz und für Verbraucherschutz, 2000, [retrieved on 2014-09-24].
Retrieved from the Internet : < URL : http : //www.bmjv.de/SharedDocs/
Downloads/DE/pdfs/Studie_Benachteiligung_gleichgeschlechtlich_orientierter_
Personen.pdf?__blob=publicationFile >
(32) Hans Peter Buba/Laszio A. Vaskovics (Hrsg.), Benachteilung gleichge-
schlechtlich orientierter Personen und Paar, Studie im Auftrag des Bun-
desministeriums der Justiz, Bunderanzeiger Verlag, 2001.
(33) 研究結果でも、2〜30% と大きな開きがあった。Vaskovics, a. a.O. (Fn.
31), S. 20.
(34) Vaskovics, a. a.O. (Fn. 31), S. 20.
(35) Eggen, a. a.O. (Fn. 14), 67.
(36) Eggen, a. a.O. (Fn. 14), 66.
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(37) Eggen, a. a.O. (Fn. 14), 67.
(38) Eggen, a. a.O. (Fn. 14), 68.
(39) Eggen, a. a.O. (Fn. 14), 66.
(40) Eggen, a. a.O. (Fn. 14), 66 f.
(41) Entwurf eines Gesetzes zur Ergänzung des Lebenspartnerschaftsgesetzes
(Lebenspartnerschaftsgesetzergänzungsgesetz-LPartGErgG), BT-Drucks.
15/2477.









http : //www. lsvd.de/fileadmin/pics/Dokumente/lpartg/rechtsausschuss.pdf
(45) BT-Drucks. 15/2477, S. 15 und 17.
(46) BT-Drucks. 15/2477, S. 17.
前記のマックス−プランク研究所とバンベルク大学の調査結果を引用して
いる。
(47) Nina Dethloff, Schriftliche Stellungsnahme zur Vorbereiterung der
Anhörung des Rechtsausschsses des Deutschen Bundestages, S. 6.
(48) Deutscher Bundestag 15. Wahlperiode Rechtsausschuss (6. Ausschuss)
Protokoll der 59. Sitzung, S. 15.
ヴィルツキは、意見書は提出しておらず、法務委員会において意見を述べ
ていた。
(49) Deutscher Bundestag 15. Wahlperiode Rechtsausschuss (6. Ausschuss)
Protokoll der 59. Sitzung, S. 18.




(52) Christl Ruth Vonholdt, Stellungsnahme für den Rechtsausschusses des













(53) Vonholdt, a. a.O. (Fn. 52), S. 7.




(55) レーネマンは、前記 (Ⅳ 2 2)) の報告書の要約を意見書として提出した。
(56) Gleiche Rechte gleiche Pflichten― Benachteiligungen von
Lebenspartnerschaften abbauen, BT-Drucks. 16/8875.
(57) Vielfalt der Lebensweisen anerkennen und rechtliche Gleichbehandlung
homosexueller Paare sicherstellen, BT-Drucks. 16/5184.
(58) Entwurf eines Gesetzes zur Ergänzung des Lebenspartnerschaftsgesetzes
und anderer Gesetze (Lebenspartnerschaftsgesetzergänzungsgesetz―
LPartGErgG), BT-Drucks. 16/3423.
(59) Gleichstellung der eingetragenen Lebenspartnerschaft vollenden, BT-
Drucks. 16/497.
(60) 公聴会の概要については、連邦議会 HP で報告されていた。
Mehr Rechte für homosexuelle Paare [online] Bundestag, 2008. [retrieved
on 2008-09-29]. Retrieved from the Internet : < URL : http : //www.bundes
tag.de/aktuell/archiv/2008/20853014_kw25_recht/>
意見書もダウンロードできたが、2014 年 9 月現在、削除されている。
(61) BT-Drucks. 16/8875, S. 3 f.
(62) BT-Drucks. 16/497, S. 1.
(63) BT-Drucks. 16/497, S. 3. 緑の党/連合 90 による BT-Drucks. 16/3423 では、
縁組について改めて触れていなかった。
(64) Nina Dethloff, Stellungnahme zur öffentlichen Anhörung des




(65) Dethloff, a. a.O. (Fn. 64), S. 3.
(66) Dethloff, a. a.O. (Fn. 64). S. 3.
(67) Ingeborg Schwenzer, Stellungnahme zu Händen des Rechtsausschusses
des Deutschen Bundestages anlässlich der Anhörung zu BT-Drs. 16/497,
BT-Drs. 16/3423, BT-Drs. 16/8875 und BT-Drs. 16/5184 am 18. Juni 2008.
(68) Schwenzer, a. a.O. (Fn. 67), S. 5.
その他に、同性家族における子の状況と発育について、ヘテロセクシュアル
の家庭の子と区別がないという外国の研究結果を指摘する。
(69) Karlheinz Muscheler, Reform des Lebenspartnerschaftsrechts.
(70) Muscheler, a. a.O. (Fn. 69), S. 8.
(71) Muscheler, a. a.O. (Fn. 69), S. 9.
ドイツでは、地方自治体において、同性の里親に関して肯定的な経験をし
ていることを指摘する。





(73) Dirk Siegfried, Stellungnahme zur öffentlichen Anhörung des
Rechtsausschusses LPartGErgG.
(74) Marc Schüffner, Schriftliche Stellungnahme zu den BT-Drucksachen
16/3423, 16/8875, 16/5184 und 16/497 im Rahmen der Anhörung vor dem
Rechtsausschuss des Deutschen Bundestages am 18. Juni 2008.
(75) Schüffner, a. a.O. (Fn. 74), S. 5.
(76) Schüffner, a. a.O. (Fn. 74), S. 6 f.
例えば、完全養子であるドイツ法の縁組では実親と養子の血族関係が解消
することにより生じる。子の養育と教育という実親の親の権利 (基本法 6条




(77) Schüffner, a. a.O. (Fn. 74), S. 7 f.
(78) Matthias Jestaedt, Kurzstellungnahme zu den parlamentarischen Initia-
tiven zur vollständigen Gleichstellung der Eingetragenen Lebenspartnerschaft
mit der Ehe.




め、親の権利を定める基本法 6条 2項 1文に反し違憲であると述べる。
(80) Marina Rupp (Hrsg.), Die Lebenssituation von Kindern gleichge-
schlechtlichen Lebenspartnerschaften, Bundesanzeiger Verlag 2009.





性パートナーにアンケート調査を行った。Rupp, a. a.O. (Fn. 80), S. 9 und 47 f.
(82) この調査では、統計からドイツで同性カップルと生活する子の数を約
2200人と推定しており、その 3分の 1 にあたる子を対象にすることができ
たことになる (Rupp, a. a.O. (Fn. 80), S. 48 f.)
(83) Rupp, a. a.O. (Fn. 80), S. 48.
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